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★講師プロフィール

李泳勲 （い よんふん）

リーガルナビ行政書士法人 代表
KOTRA 地域専門家
長崎県よろず支援拠点 コーディネーター
認定経営革新支援機関

韓国・ソウル生まれ。立教大学法学部卒業後、行政書
士資格を取得。不動産会社の営業マン、公務員試験の
予備校社員を経て、2014年行政書士として独立し、
2021年6月に法人成り。
国際法務の専門家として、長崎のみならず、日本全国
の案件に対応しています！

〜 お願い 〜

・営利・非営利を問わず、本講座の内容、動画、音声、画像等の無断転載・無断使用を固く禁じます。
・本講座は学術講座ではありません。分かりやすい説明のため、本来の専門用語と異なる意味で使っている言葉があります。

https://www.legal-navi.net

■経歴
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このセミナーで学んでほしいこと！

・ 在留資格について理解する

・ 韓国にいる韓国人材を採用する手順を知る

・ 日本にいる韓国人材を採用する手順を知る
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在留資格とは
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在留資格とは

■在留資格とは、

・外国人が日本でできる活動（就労、生活、勉強など）を、類型化して分類したもの。
・2023年1月現在、全29種類あり、居住資格と活動資格に分類される。

■韓国人材雇用に関係する活動資格（主なもの）

① 技術・人文知識・国際業務

② 特定技能

③ 経営管理

④ 技能

⑤ ワーキングホリデー

■居住資格とは、

・日本で生活して仕事をするうえで、日本人と同じように働くことができる在留資格のこと。

会社の営業職、事務職など、一般的な大卒等の正社員の職務

特定産業分野（飲食店、ホテル、介護施設など）での就労

会社の役員、経営者など

韓国料理店のシェフ、スポーツ監督、飛行機のパイロットなど

仕事、旅行、勉強を1年間自由にできる資格



在留資格とは
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居住資格



外国人雇用の基礎・在留資格に関する手続
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・ 所轄庁は、「法務省・出入国在留管理庁」

・ 関係する法令は、「出入国管理及び難民認定法（通称入管法） 」

外国人の在留に関する手続は、主に５つある。

① 在留資格認定証明書交付申請 ・・・ 外国にいる外国人が日本へ入国するための申請

② 在留資格変更許可申請 ・・・ 外国人が現在与えられている在留資格以外の活動をするための申請

③ 在留期間更新許可申請 ・・・ 現在与えられている在留資格の期間を更新するための申請

④ 資格外活動許可申請 ・・・ 現に付与されている資格以外の活動（アルバイト等）をするための申請

⑤ 届出等 ・・・ 氏名・国籍の変更、転職したとき、離婚したとき、配偶者と死別したときなど
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外国にいる韓国人材を採用する手順

（在留資格認定証明書交付申請）



外国にいる、韓国人材を雇用するながれ
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・韓国にいる韓国人材を、日本での活動内容に応じて、在留資格を認めてもらう。 ⇒ 在留資格認定証明書交付申請

在韓国日本大使館 出入国在留管理庁（管轄の入管）

韓国 日本

韓国人材 日本企業・行政書士等

①面接／内定／採用・日本企業へ、

「在留資格認定証明書交付申請」を依頼

⑦飛行機手配

日本へ入国・就労開始

④在留資格認定証明書を発送（EMS等）

②
交
付
申
請

③
認
定
証
明
書
,
交
付

⑤
認
定
証
明
書
提
出

査
証
1
2
3
4
申
請

⑥
査
証
発
給

申請人（韓国人材）がすること

日本企業がすること



在留資格認定証明書

・在留資格認定証明書の有効期限は交付日から原則3ヶ月以内。

・原則として、在留資格認定証明書は再発行されない。

・在留資格認定証明書が交付されたからといって、必ずしも入国が
認められる訳ではない。

韓国では「COE」と呼ぶこともあるらしい！
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日本にいる韓国人材を採用する手順

（在留資格変更許可申請）
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日本国内での採用の流れ

■採用の手順

面接
内定

採用

在留資格変更

許可申請

技術・

人文知識・

国際業務等許可

就労開始

■在留資格・技術・人文知識・国際業務の要件

①日本人と同等以上の給与条件であること。

②従事する業務内容が次のいずれかに該当すること。

A 工学その他の自然科学の分野

B 法律学、経済学、社会学その他の人文科学の分野

C 外国の文化に基盤を有する思考若しくは感受性を必要とする業務

③大学等で学んだことと、業務に関連性があること。

④日本の専門学校以上の学歴を満たすこと。

但し、専門学校の場合は、「専門士」の学位が付与される学科に限る。

⑤外国の学校が最終学歴の場合、日本の4年制大学以上の学歴を有すること。

⑥法令違反、税金の滞納等がないこと。

単純労働は
、技術・人文

知識・国際
業務

の在留資格
では、従事

させることが
でき

ない！
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留学性の採用

■3月卒業する韓国人留学生を採用する場合のスケジュール（例）

12月頃

1月中

1月中〜2月中旬

2月

3月中旬

4月入社

内定・採用

在留資格変更許可申請 提出

入管で審査

変更許可

大学等卒業・待機期間

入社 就業開始

在留資格変
更許可申請

にはおおむ
ね1ヶ

月かかるの
で、早めに

申請するこ
と！

また、この時
期は入管が

一年中いち
ばん

忙しい時期
！
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事例の紹介とまとめ



事例紹介
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CASE01.資格を持つ留学生を採用し、新たな顧客獲得に
・技術・人文知識・国際業務

・申請人は、宅地建物取引士の資格を大学生時代に取得していた。

・不動産会社が、申請人を採用することで、韓国人顧客を獲得することができ、売上拡大につながった。

CASE02. ワーキングホリデーから正社員採用に
・たまたまワーキングホリデーで日本に来た申請人が気に入り、正社員に採用したい。

・受入企業は飲食店であるため、技術・人文知識・国際業務には該当しない。さらに申請人は高卒。

・在留資格「特定技能（外食産業分野）」の在留資格を申請し、飲食店で働くことができるようになった。

韓国人材の能力を活用して、

自社の売上拡大とグローバル化にチャレンジしよう！


